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研究成果の概要： 

品目横断的経営安定政策により、多くの地域で集落営農組織は受託組織から協業組織へとド

ラスチックに転化し、農業生産法人の形成が促進されたことを明らかにした。再編された集落

営農組織の多くは、経営をほぼ完全に主宰することとなり、農作業の合理的計画的実施が可能

となり、生産力と所得はともに向上していた。とはいえ、所得の多くは地代となり、また米価

低迷により多くの経営は不安定であり、現行の収入変動影響緩和対策のみでは経営安定に課題

が残っていることを確認した。 
 

 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 500,000 0 500,000 

2007 年度 500,000 150,000 650,000 

2008 年度 500,000 150,000 650,000 

年度  

  年度  

総 計 1,500,000 300,000 1,800,000 
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１．研究開始当初の背景 

品目横断的経営安定政策の 2007 年産から

の導入に向けて、対象となる担い手経営の絞

り込み作業が進められていた。これにより中

小経営は政策支援の対象外となるが、これら

経営でも集落営農等に参画することで効率

的・安定的な経営体の一員として農作業従事

を継続する道が残されており、個別担い手が

不足する地域においてそうした組織設立へ

の取組が進められ、また経理の一元化、法人

化計画の作成など経営体としての実体のあ

る組織作りが検討されていた。 
しかし、この政策転換に関しての評価は一

様ではなく、助成金の地代化現象、価格の下

支え機能のなさなどにより対象となる経営

の安定は容易ではなく、また、中小経営は価

格低下にあまり反応せず生活農業的に自家

農業を継続する可能性もあり、経営安定政策

への移行によっても担い手経営に容易に農

地の利用集積が進まないのではとの指摘も
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されていた 
 
２．研究の目的 
品目横断的経営安定政策（水田・畑作経営

所得安定対策）に対応して集落営農組織の設
立が想定される個別担い手が不足傾向にあ
る地域を主たる対象として、同政策により集
落営農の形成がどの程度促進され、またそれ
が経営実体をもつ農業生産法人への移行の
契機となるかを、集落営農の類型ごとに統計
分析、実証的研究により検証することを主た
る目的とした。 
 
３．研究の方法 
集落営農の類型化を再検討し、類型毎に品

目横断的経営安定政策への集落内各層の行

動様式を定式化した。高齢・兼業など自己完

結的な零細経営の対応、直接支払いによる助

成金の帰属方法、組織の中心的な担い手の形

成のあり方などに焦点をあてて課題を考察

した。集落型営農組織において年間就業し、

他産業並の所得を目指しうる中核的な農作

業従事者がいかに確保できるかがポイント

になっており、その確保が可能かどうかを営

農組織の経営構造、参加農家の就業形態、集

落・旧村の村落構造、法人組織形態などトー

タルとしての構造分析を行った。 
農業センサス集落カードなどの分析によ

り、担い手の有無等により対象地で独自に集

落の分類を行った。３年間で６地区選定（岐

阜県海津市、岐阜市、福井県あわら市、広島

県庄原市、福島県昭和村、宮崎県宮崎市）し、

現地調査を実施した。関係機関・集落・農家

などへの聞き取り調査により資料を収集し

分析した。 
 
４．研究成果 

(1) 品目横断的経営安定対策による集落営農

組織の再編強化 
品目横断的経営安定対策により、多くの地

域で集落営農組織は受託組織から協業組織

へと転化し、農業生産法人の形成が促進され

たことを明らかにした。再編された集落営農

組織の多くは、経営をほぼ完全に主宰するこ

ととなり、農作業の合理的計画的実施が可能

となり、生産力と所得はともに向上していた。

とはいえ、所得の多くは地代となり、また米

価低迷により経営は不安定であり、現行対策

のみでは経営安定に課題が残っていること

を確認した。 

また、機械利用組織→作業受託型組織→転

作請負経営→稲作協業組織→集落型農業生

産法人という集落営農組織の一般的な発展

系列の中で、品目横断的経営安定政策は経

理・出荷の一元化を促進し、受託組織から協

業組織、さらに集落型農業生産法人への組織

発展を促すことを実証した。但し、現段階で

は、組織の多くは地域資源維持管理的な性格

をもち任意組織継続意向が強く、また法人形

態としても農事組合法人を志向する傾向が

ある。そうした組織においては他産業並の所

得を目指しうる中心的担い手の確保は容易

でなく、そうした担い手の有無を政策支援対

象の要件として一律に課すことは現状と必

ずしもあわず、柔軟な対応が求められること

が確認できた。他方、中心的担い手がいる場

合、法人形態としては有限会社組織をとる傾

向があり、組織は集落を基礎としつつ集落の

枠を超えた営農の展開になっていく傾向が

あることを定式化できた 
しかしながら、全体としては一部明確化さ

れた担い手ではなく、当面は地域の多くの中

小経営の管理作業を主として担う農作業従

事者によって構成されるいわば「地域参加

型」若しくは「ぐるみ型」での集落営農の展

開が最も広範囲に展開すると思われること

を統計的・実証的に明らかにした。 
 
(2)平地農村におけるドラスチックな組織再

編 
とりわけ重点的に実証研究を行った平地

農村に位置する岐阜県海津市の事例からは

以下の点が指摘できる。ここでは集落営農 27
組織の経営分析と９組織の代表者ヒアリン

グ調査を実施した。 
水田経営所得安定対策により、海津市の集

落営農組織は受託組織から協業組織へとド

ラスチックに転化し、事業内容が作業委託か

ら経営委託へと進化し、一部で賃借権の設定

が進んだ。この背景には、集落営農組織が個

人経営を「補完」するものから「包摂」する

ものへと徐々に形態進化し、組織経営体とし

ての内実を兼ね備えてきたことがある。一部

で組織に包摂されることへの抵抗はあるも

のの、概ね組織の経理一元化に「協力」する

ことになる。 
再編された営農組合は、経営をほぼ完全に

主宰することとなり、農作業の合理的計画的

実施が可能となり、また作業者の特定化など

もあり生産力が向上することになる。仮畦畔

除去・連坦作業、入作・出作の解消・交換耕

作による労働生産性の向上に加え、特定の熟

練した管理者による適期作業の実施・周密管

理、高単収品種の作付け増加による単収増と

して土地生産性の向上にもつながっている。

さらに、一部での耕作放棄の解消、麦・大豆

の新規作付けなど生産量の増加にも寄与す



 

 

ることになる。従来の組織と比較して役員層

の責任は増し、役員手当てなども増加傾向に

ある。 
組織規模による収益格差、中心的な担い手

の属性が大きく異なってきており、それが近

い将来の法人化にあたっての意向をわける

ものになっている。 
小規模・単一集落での営農組合は維持管理

型であり、兼業・自営によりオペが担われ、

低単収などに基因して配当は概ね地代水準

をやや上回る程度である。経営にやや不安定

さがあり、このまま法人化した場合、役員に

経営リスク負担の可能性もある。「生活共同

体」として任意組織のままでの継続志向が残

る。法人化のためには組織再編が必要と考え

ているが、集落を超えた組織運営は独自の困

難さがあるとみており、組織合併か、法人へ

の委託か選択肢を模索しているところであ

る。 
これに対し中大規模の営農組合は、概ね経

営発展型であり、50 歳代の専従者や、定年帰

農者による専業的オペが確保されている。熟

練者による管理の集約化により比較的に高

反収が実現し、補助金の受給額も高く高配当

につながっている。海津市の場合、その組織

は集落の枠をこえて 100ha 規模での組織が

目標とされている。 
営農組合の法人化のためには経営の安定

が必要であり、そのため適切な政策支援の継

続が望まれている。その際、各種補助金が配

当名目で事実上地代化する傾向があり、地

代・労賃のバランスの取り方にも工夫が必要

である。中心的な担い手への所得保障措置も

検討する必要がある。それが定年帰農者のみ

ならず、青年層のオペへの取り込みの条件と

なるものと考えられる。また単一集落組織で

の専従オペの確保にもつながる可能性がで

てくる。 
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